
I.　�は じ め に

　農業土木工事で施工する農業用排水路の通水断面
（水路法面）では，①景観・自然保護，②茎葉部によ
る表土（客土）の被覆・保持・侵食抑制，③根系の緊
縛力による土壌補強効果を期待して，外来草本植物を
用いた法面緑化工（とくに植生工）が長年実施されて
きた。積雪寒冷地の北海道では，冬季を迎えるまでの
間，施工初年度のうちに外来草本植物が十分に生育す
る期間を確保するため，施工適期（とりわけ「施工限
界期」）を考慮した植生工の実施時期が法面施工・保
全上の重要な事項の 1 つとされてきた。
　他方，環境省が 2005 年に施行した「外来生物法」
を契機として，北海道内の国営事業では植生工で混播
する外来草本植物（3 種類）のうち 1 種類が変更され
た（II.1.で後述）。このことに関連して，緑化植物の
取扱いについても生物多様性保全と外来生物対策の観
点からの配慮が求められるようになり，農林水産省な
どの 4 省庁では 2005 年から 2006 年に「生物多様性
に配慮した緑化植物の取扱方針（案）」を取りまとめた。
さらに，環境省では 2009 年の自然公園法改正をふま
え，遺伝的多様性の保全にも配慮した「自然公園にお
ける法面緑化指針」を取りまとめ「同解説編」をあわ
せて作成した。
　このように，法面保全効果が期待できる土木材料と
して安価であり安定供給可能な外来草本植物を多量に
使用する従来の法面緑化から，周辺の環境と調和した
生態系・種・遺伝子レベルでの生物多様性の保全に配
慮された法面緑化が求められる時代へとシフトしてき
ている。
　この報告では，北海道の農業水利施設における水路
法面の保全と外来草本植物の適正管理の視点から，植
生工（播種工）の現状と今後の課題を整理した。その
上で，外来草本植物・地域性種苗の生育状況および根
系を含む土層（土供試体）のせん断特性に関する実験
結果1）～6）をもとに法面保全効果を定量評価した。以

上より，農業土木工事において周辺環境に調和した法
面緑化と外来草本植物の適正管理に向けた留意点をま
とめた。

II.　北海道の法面緑化と外来草本植物

1.　播種工の現状―3種類の混播―
　北海道内における播種工には，ケンタッキーブルー
グラス（Poa pratensis L.；KBG），クリーピングレッ
ドフェスク（Festuca rubra L.；CRF）およびトール
フェスク（Festuca arundinacea Schreb.；TF）など
3 種類の外来草本植物を混播する形で使用されてき
た。北海道庁ではこの 3 種類が現在も植生設計施工要
領（特記仕様書（案））に記載されている。
　一方，2005 年の「外来生物法」施行にともない，
北海道開発局では周辺自然環境への影響を危惧して

「要注意外来生物リスト」に記載された TF の使用が
控えられ，2012 年度より代替種としてハードフェス
ク（Festuca longifolia Thuill.；HF）が使用されてい
る。2015 年の「生態系被害防止外来種リスト」の施
行にともない，TF は産業管理外来種として利用上の
留意点などが示されており，近年ではさらなる代替種
の検討も進められている。
2.　地域性種苗の適用と今後の課題

　北海道では，上記 4 種類以外にも官公庁で発注する
各種土木工事はもとより，法面緑化以外の分野でも公
園・庭園・ゴルフ場など多くの民間需要に応じて多数
の外来草本植物が使用されてきた。近年では，生物多
様性の保全に配慮された法面緑化に向けて，北海道に
在来する自生種植物（地域性種苗）の播種工への適用
事例も散見される7）。
　こうした地域性種苗を含めて，播種工で混播する各
種草本植物の種類，周辺地域への生態的配慮，施工時
期（生育適期）および播種数（植生密度）など，今後
の水路法面保全と外来草本植物の適正管理への留意点
を考える上で検討すべき課題は山積している。
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III.　外来草本植物がもたらす法面保全効果

1.　根系を含む土供試体の一面せん断試験
　筆者らはこれまでの間，外来草本植物・地域性種苗
の生育状況および根系を含む土供試体のせん断特性に
関する独自の実験結果を積み重ねてきた1）～6）。この報
告では，北海道における播種工（とくに客土種子吹付
工）を想定して，各種草本植物の種子を育苗箱内に点
播・生育させた後，茎葉部・根系の生育状況および採
取した土供試体の一面せん断試験結果をもとに，外来
草本植物がもたらす法面保全効果を定量評価した。
　（1）　材料および実験方法　この実験では，II.1.で
前述した 4 種類の外来草本植物（KBG・CRF・HF・
TF）に 1 種類の地域性種苗（北海道原産クサヨシ，
Phalaris arundinacea L.；RCG）を加えた 5 種類の
イネ科植物を対象とした。
　市販の育苗箱（縦 49.0 cm×横 34.0 cm×高さ 10.0 
cm）に緑化用客土（火山灰質粘性土 II 型（VH2），
4.75 mm ふるい通過分，自然含水比 98.4％）を一定
の乾燥密度（0.524 g/cm3）で充填し，表層（3 cm）
には高度化成肥料（42％，10 kg/100 m2）を施用した。
その上に 1.5 cm 間隔（期待発生本数 2,500 本/m2）
で上記 5 種類の草本植物の種子を点播し，0.5 cm の
厚さで覆土した。その後，北海道帯広市内に位置する
帯広畜産大学実験圃場（平地）で生育させた。
　生育後，茎葉部の生育状況を測定した後，吹付け客
土と法面基盤土との境界面（地表面下 3 cm）がせん
断面となるように，育苗箱内の土層から不かく乱状態
で円柱形（直径 6.0 cm×高さ 2.0 cm）に採取した土
供試体の定圧一面せん断試験（JGS 0561-2009）を実
施した。試験後，土供試体中から根系を取出して根長
および乾物重（根系）を測定した。この間，実験圃場
近傍では各種気象観測を実施した。ここで対象とした
一連の実験結果3）,5）を III.2.（1）（2）に示す。
　（2）　根系を含む土供試体の強度定数評価　5 種類
の草本植物の根系を含む土供試体のせん断特性はクー

ロンの破壊規準（図-1）による強度定数（粘着力 c・
せん断抵抗角φ）を用いて評価した。なお，この実験
では同一条件（同一パターンの土供試体）における試
験回数をそれぞれ 4 回（生育 2 年目では 3 回）とし，
そのときの垂直応力σを 2.5kN/m2，5.0kN/m2，
7.5kN/m2 および 10.0kN/m2 とした。
2.　草本植物の根系を含む土供試体のせん断特性

　筆者ら1）,2）は，北海道十勝管内中央部における施工
限界期8）～10）を考慮して，8 月下旬～10 月下旬の間（生
育期間 65～71日間：積算温度 816.6～868.6 ℃･days），
2012 年に CRF・RCG の 2 種類，2016 年には TF・
HF の 2 種類を対象として異なる実験を実施した。
　その結果，生育初年度・積算温度 800 ℃･days 台の
環境下では，根系を含む土供試体の強度定数のうち粘
着力 c が顕著に増大するという知見が得られた。粘着
力cの大きさは，覆土厚の違いにかかわらず CRF ＜RCG，
法面方位の違いにかかわらず HF ＜ TF の関係となっ
た。RCG・TF では，生育初年度に茎葉部・根系が早
期に生育しており，このことが根系を含む土供試体の
強度に影響を及ぼしていた。
　（1）　生育初年度の法面保全効果―実験1―　北海
道十勝管内中央部の施工限界期よりも生育開始時期を
前倒し，2017 年 8 月 11 日～10 月 22 日の間（生育期
間 73 日間：積算温度 1,040.3 ℃･days），合計 5 種類
の草本植物を播種・生育させた（表-1）3）。
　実験の結果，生育初年度・積算温度 1,000 ℃･days
以上の環境下では，根系を含む土供試体の強度定数の
うち粘着力 c はすべて増大し，RCG・HF ではせん断
抵抗角φも増大した。根系を含まない土供試体（ブラ
ンク，cblank：0.85～1.00kN/m2，φblank：21.7～24.3°）
と比較した場合，粘着力 c の増加量⊿c は TF・RCG
で 1.13kN/m2 と大きく，せん断抵抗角φの増加量
⊿φは RCG・HF で 1.7～2.4°であった。
　根系指標をみると，根長はTF・HFで 798.8～871.9 cm，
乾物重（根系）では RCG・TF で 0.300～0.364 g と
大きな値を示した。一方，茎葉部に着目すると，KBG

図-1　クーロンの破壊規準と強度定数（c・φ）
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表-1　 外来草本植物などの生育状況と根系を含む土供試体の 
せん断特性―生育初年度（生育 1 年目）― 

（生育期間 73 日間：2017 年 8 月 11 日～10 月 22 日）

KBG CRF HF TF RCG
生育本数（本/育苗箱） 432 501 338 448 249
草丈（cm） 8.2 11.7 8.7 24.8 24.9
乾物重（茎葉部）（g/育苗箱） 19.6 46.9 30.9 70.4 62.9
植被率（％） 41.0 96.7 95.4 77.1 88.8
根長（cm/供試体） 459.7 680.1 798.8 871.9 656.7
乾物重（根系）（g/供試体） 0.079 0.211 0.238 0.300 0.364
粘着力⊿c（kN/m2） 0.39 0.66 0.75 1.13 1.13
せん断抵抗角⊿φ（°） 0.2 0.0 1.7 0.3 2.4
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（41.0％）以外の 4 種類で植被率は 77.1～96.7％と高
く，生育初年度における法面被覆効果が認められた。
草丈・乾物重（茎葉部）では RCG・TF でそれぞれ
24.8～24.9 cm，62.9～70.4 g であり，生育が良好で
あった。すなわち，茎葉部の生育にともない根系も発
達し，土供試体の強度定数増加分（⊿c・⊿φ）の土
壌補強効果が発揮されたと考えられる。
　このように，生育初年度における 5 種類の草本植物
の法面保全効果は KBG ＜ CRF ＜ HF ＜ TF ≦ RCG
の順に高いと評価された。生育初年度の外来草本植物
を水路法面に早期定着させるには，TF は他の 3 種類
よりも有効と考えられる。また，生物多様性への配慮
から地域性種苗 RCG を比較検討した結果，TF と同
程度以上の法面保全効果が期待できる。
　（2）　生育2年目の法面保全効果―実験2―　前述
の III.2.（1）と同じ 5 種類の草本植物を同日の 2017 年
8 月 11 日に播種し，翌年 2018 年 8 月 10 日までの間

（生育期間 365日間：1 年目の積算温度 1,179.4 ℃･days，
2 年目の積算温度 1,788.8 ℃･days）の 2 カ年にわた
り長期間生育させた（表-2）5）。なお，冬期間の凍結
指数（積算寒度の最大値）は 890.6 ℃･days であった。
　実験の結果，2 カ年にわたり生育期間を十分に確保
すると根系を含む土供試体の強度定数（c・φ）は 5
種類ともに生育 1 年目よりも増大した。ブランク

（cblank：0.86～1.34kN/m2，φblank：26.3～26.9°）と
比 較 し た 場 合，RCG・TF・HF の 3 種 類 で ⊿c は
1.40～2.12kN/m2 と顕著に増大し，⊿φも 4.3～6.2°
と大きな値を示した。
　根系指標のうち，RCG・HF・CRF で根長は 1,949.9～
2,327.9 cm，乾物重（根系）では 0.285～0.604 g と
大きかった。茎葉部では，KBG（27.6％）以外で植
被率は 71.0～91.9％であり，生育 2 年目も法面被覆
効果は高い。草丈・乾物重（茎葉部）は HF・CRF・
RCG でそれぞれ 22.9～39.3 cm，114.3～154.3 g で
あった。
　このように，草本植物の生育期間を十分に確保する

ことで土層中の根系が発達し形状が変化するなど，多
くの草本植物では生育 2 年目の法面保全効果がさら
に高まった。しかし，生育 2 年目の TF は外来草本植物
4 種類の中で強度定数（c・φ）が最大値を示した一
方で，生育 1 年目の TF および生育 2 年目の RCG・
HF・CRF よりも茎葉部・根系指標の値が下回るな
ど，現時点で不明な点がみられた（IV.2.（2）で後述）。
3.　強度定数（c・φ）と法面保全効果

　草本植物の根系を含む土供試体の強度定数のうち，
粘着力 c が増大する要因はせん断面と垂直方向に発達
する種子根・節根の作用であると考えられる。一方，
とりわけ生育 2 年目にせん断抵抗角φが増大する要
因は節根に形成される側根の発達（形状変化）が関係
すると現時点では推察している。
　ここで土供試体の強度定数（c・φ）と法面保全効
果との関係を考える（図-2）。水路法面は大きな垂直
応力σを想定していないため，通常の法面保全効果と
して粘着力 c の増加（＋⊿c）が有効である。しかし，
積雪寒冷地の北海道では冬期間になると法面上に積雪
が過重として作用する。また，降雨・融雪などの出水
時には水位の上昇にともない水路法面に荷重として水
圧が作用する。このように，垂直応力σが大きい場合
を想定した法面保全効果としてはせん断抵抗角φの増
加（＋⊿φ）が有利である。よって，垂直応力σの大
きさにかかわらず，せん断応力τがつねに大きくなる
ような法面保全効果を発揮する理想条件（＋⊿c・⊿φ）
を創出させたい。
　今回，2 カ年にわたり生育期間を十分に確保するこ
とで強度定数（c・φ）はともに増大した。また，
2019 年 6 月初旬に CRF・RCG の 2 種類を播種して
生育期間を十分に確保すると，生育初年度中に強度定
数（c・φ）はともに増大することも確認できた6）。

IV.　水路法面保全と外来草本植物の適正管理

1.　生物多様性の保全と今後の法面緑化
　今後の北海道内の農業土木工事において，農地を含

表-2　 外来草本植物などの生育状況と根系を含む土供試体の 
せん断特性―生育 2 年目―

（生育期間 365 日間：2017 年 8 月 11 日～2018 年 8 月 10 日）

KBG CRF HF TF RCG
生育本数（本/育苗箱） 183 358 193 175 391
草丈（cm） 6.9 22.9 39.3 17.5 34.5
乾物重（茎葉部）（g/育苗箱） 20.0 117.2 154.3 40.0 114.3
植被率（％） 27.6 91.9 76.6 71.0 90.6
根長（cm/供試体） 1,085.3 1,949.9 2,078.4 771.4 2,327.9
乾物重（根系）（g/供試体） 　0.076 　0.387 　0.285 0.161 　0.604
粘着力⊿c（kN/m2） 0.59 0.95 1.40 1.43 2.12
せん断抵抗角⊿φ（°） 2.2 3.5 4.3 5.3 6.2
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図-2　強度定数（c・φ）と法面保全効果
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む周辺環境に配慮した法面保全を実現する上で，長期
的な視点から状況に応じて外来草本植物の使用を抑
制・限定させていくことが望ましい。ただし，北海道
内における農業土木工事等で毎年発生する広大な法面
を早期に保全する上で，地域性種苗よりも安価であり
安定供給可能な外来草本植物を用いた法面緑化を当面
は継続していくことが現実的な対応となる。
　外来草本植物は生育初年度から良好に繁茂するが，
多くは数年～10 年以内に衰退する。この間，周辺か
らのササなどの自然侵入や埋土種子の発芽など，地域
性種苗を主体とした植物相へと遷移する形で最終的に
法面を安定させる必要がある。このためには，水路法
面周辺の土地利用や自生する各種植物の状況をふまえ
て，播種工における外来草本植物の種類・播種数・施
工時期等に関する再検討を含めた議論が求められる。
　農業土木工事として自然公園周辺における水路法面
を施工する際には外来草本植物の使用を抑制し，比較
的高価ではあるが供給量の少ない地域性種苗を播種工
に適用することが重要である。とくに，遺伝的かく乱
を回避するためには，外来草本植物よりもむしろ同種
の外国産・地域性種苗をできる限り使用しない。こう
した生態系・種・遺伝子レベルでの生物多様性の保全
への配慮など，今後はとくに留意すべき事項を列記し
て個別具体的に検証していく必要がある。
2.　外来草本植物の適正管理への留意点

　III.2.（1）（2）の実験で確認したように，地域性種苗
を含めた草本植物がもたらす法面保全効果を発揮させ
ながら，周辺の環境にも調和した今後の法面緑化を進
める上で，農業土木工事における外来草本植物の適正
管理に向け現時点で想定される留意点を以下に記す。
　（1）　草本植物の混播の必要性　II.1.で前述したよ
うに，北海道では 3 種類程度の外来草本植物種子を混
播して播種工に適用している。北海道の夏季は短期間
であるため，施工後から冬季までの間に播種した外来
草本植物の死滅（法面の裸地化）等を回避させる必要
がある。このため，施工年の気象環境条件にかかわら
ず 1 種類以上が生育・定着できる可能性・確率を向
上させる上で，それぞれ異なる特徴を有する地域性種
苗も含めた 3 種類程度以上の草本植物（種子）の混播
は今後も有効な方法であろう。
　（2）　トールフェスク（TF）の効果と代替種の検討
　II.1.で前述したように，北海道内の播種工で混播
する 3 種類の外来草本植物のうち，北海道庁では TF
が現在も継続使用されている一方，北海道開発局では
2012 年度以降に代替種として HF が使用されている。
　筆者らの研究2）では，法面方位など生育環境条件の
違いにかかわらず，生育初年度において TF は HF よ

りも生育が早く法面保全効果が期待される。しかし，
生育環境条件によっては，生育 2 年目の TF が良好に
繁茂しない場合もみられた。たとえば，北向き法面で
は生育 2 年目の HF が旺盛に繁茂し，TF よりも根系
を含む土供試体の強度定数（c・φ）は大きくなって
いた4）。また，III.2.（2）の実験結果では，生育 2 年
目の TF の茎葉部・根系指標の値が生育 1 年目より
も下回っていたにもかかわらず，根系を含む土供試体
の強度定数（c・φ）はほかの外来草本植物よりも大
きいなど，TF の根系を含む土供試体のせん断特性に
関する経年評価にはいまだ不明な点も多い。
　TF には生育初年度の法面保全効果が期待できる。
しかし，産業管理外来種としてこれまで以上の需要拡
大は促進できない。今回，TF と同等以上の法面保全
効果が確認できた地域性種苗 RCG など，代替種の検
討に向けて今後さらなる情報収集が不可欠である。
　（3）　法面緑化と水路機能の確保　III.2.（1）の実
験結果より，施工限界期よりも生育開始時期を前倒し，
8 月中旬より農業用排水路などの法面に播種工を施工
した場合，生育初年度における外来草本植物の早期定
着を可能とし，水路法面の侵食抑制効果および表層の
土壌補強効果が認められた。しかし，通水断面が小さ
い場合，降雨出水など増水時における水路としての機
能を確保する上で，外来草本植物の過繁茂状態による
通水阻害を回避・抑制するための対策が求められる。
　現実問題として，法面緑化後の農業用排水路を対象
とした草刈りなどの定期的な管理が必要となる。農林
水産省では「多面的機能支払交付金」を通じて農村地
域の共同作業を支援している。こうした制度を通じた
継続的な支援は農村地域を活発化させるのみならず，
水路法面の保全にとっても有効な対策の 1 つである。
　他方，播種工の施工時期（生育開始時期）に応じて
外来草本植物の種類・播種数（植生密度）などを適正
管理することにより，翌年度以降の過繁茂を抑制しな
がら周辺植物の侵入を促進する手法を今後考えていく
必要がある。しかし，施工初年度における外来草本植
物の法面への早期定着も重要であるため，北海道農政
部における植生工の品質管理（施工完了後，日平均気
温 5 ℃以上×60 日間，草丈 15 cm 以上，植被率 80％
以上）のような施工初年度の十分条件を担保すること
が前提となる。同時に，翌年度以降を視野に入れた外
来草本植物の生育状況および根系を含む土供試体のせ
ん断特性に関する研究事例4）,5）は有用な情報となる。
　（4）　作物の生育阻害への対応　農業地域で水路法
面に播種工を施工した場合，周辺農地への外来草本植
物の侵入による営農活動の阻害を回避・抑制するた
め，法面緑化に用いる外来草本植物の種類の選定にも
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留意する必要がある。
　たとえば，北海道内の河川事業あるいは牧草として
も利用されていた外来草本植物リードカナリーグラス

（Phalaris arundinacea L.）が雑草として採草地に繁
茂し，他品種の牧草の収量・品質のみならず収穫作業
効率を低下させている。目下，こうした雑草群落の推
定に関する新たな研究も進められている11）。外来草本
植物の種類選定には，水路周辺の農業的土地利用など
を確認した上での配慮が求められる。

V.　お わ り に

　この報告では，北海道の水路法面保全を視野に入れ
て，外来草本植物・地域性種苗の生育状況および根系
を含む土供試体のせん断特性に関する独自の実験結果
をもとに，法面保全効果を定量評価した。その結果，
生育期間を十分に確保することで根系を含む土供試体
のせん断特性に関する強度定数（c・φ）をともに増
大できるなど，地域性種苗を含めた草本植物がもたら
す法面保全効果に関する有用な知見が得られた。
　今後，緑化工技術の見地から，外来草本植物がもた
らす法面保全効果と生物多様性保全への配慮との両立
が急務の課題である。そのためには，外来草本植物の
適正管理と地域性種苗を含めた法面緑化への適用に関
する“北海道ガイドライン”の構築に向けて，今後さ
らなる情報収集と有用な知見にもとづく建設的な議論
を進めていく段階にきている。
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